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1　商法改正とディスクロージャーの拡充
　周知のように，西ドイッでは，1970年代の末から，EC理事会第4号指令「一定の会社形態の財務
諸表」（1978実7月25日採択）をはじめ，同器7号指令「連結財務諸表」（1983実6月13日採択）およ
び同第8号指令「会計監査人の資格」（1984年4月10日採択）の国内法化を直接の契機として，商法
会計制度の全面的な改訂作業が進められてきたが，それは，具体的には，1985年12月24日の「会社法
の調整に関するEC理事会第4号指令，第7号指令および第8号指令の施行に関する法律（貸借対照
表指令法）」（以下，単に「会計法」という）をもって結実し，1986年1月1日から新しい商法会計制
度に移行するに至っている（1）。
　この「会計法」により，商法典に新しく「第3編　商業帳簿」一これは，「第1章　すべての商人
に対する規定」，「第2章　資本会社に対する補足規定」および「第3章　登録協同組合に対する補足
規定」の3章からなる一が編入され，特にその第2章に，前記のEC理事会指令の変換に必要な最
低限の規定を設けるとともに，それとの関連で，株式法，有限会社法，協同組合法あるいは経理公開
法など，既存の特別法の関係規定の改正を行うという形をとってEC理事会指令の国内法化が企てら
れている。
　ここで，その内容を概観すると，まず，年度決算書（個別財務諸表）関係にっいては，特に資本会
社の年度決算書作成の基本原則として，新しくイギリス法上の「真実かつ公正な概観」（true　and　fair
vi6W）の原則の導入をはじめ，年度決算書体系への附属明細書の導入とその情報提供機能の拡充，状
況報告書の記載内容の拡充，継続性の原則の明定化，貸借対照表計上選択権の縮小，税効果会計の導
入など，またコンツェルン決算書（連結財務諸表）関係に関しては，従来の国内コンツェルン決算書
から新しく世界決算書（WeltacbschluB）への移行，資本連結法として新しく「成果作用的取得時連結
法」（つまり「真正英米法」）の採用，さらに関連企業に対する資本参加の「持分法」による評価など
が主要な改正事項として注目に値する（2）。
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　これらの主要な改正事項に関して，とりわけわれわれの関心を引くのは，その大部分が特に年度決
算書（個別財務諸表）およびコンツェルン決算書（連結財務諸表）ttの開示能力の量的・質的拡充を指
向するものであり，したがって，情報開示一ディスクロージャーの強化・充実という観点から要請
されたものとみられる点である。このような資本会社を中心としたディスクロージャーの強化・充実
は，改正商法を貫く最も本質的な特徴の一つをなすものと評することができるであろう。
　本稿では，こうした1985年の西ドイツ改正商法の主要な特徴の一つをなす情報開示制度の拡充問題
にっいて，主に個別財務諸表関係に焦点を合わせて考察し，そこに含まれる特質と問題点を明らかに
したい。
（1）　この点については，次の文献参照。拙著r制度会計の理論』（1986年）の第五章。拙稿「西ドイツ新商法
　会計制度をめぐって一1985年「会計法」を中心として一｛1）～（12｝」会計131巻5号（1987年4月号）以下。
（2）　これについては，前掲拙稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって……（2）」会計131巻5号（1987年5月
　号）117頁一・・119頁および「同（12・完）」会計133巻6号（1988年6月号）’101頁以下。
ll　年度決算書の総則
　1．年度決算書の構成：
　まず，新商法典では，すべての商人は，開業の際に開始貸借対照表を作成し，かつ各営業年度末に
貸借対照表および損益計算書を作成しなければならない。貸借対照表と損益計算書は，年度決算書を
構成する，と規定されている（商242条）。
　この規定は，旧商法典第39条第2項に対応するものであるが，新商法典では，新しく損益計算書の
作成が要求され，かつそれが貸借対照表とともに，年度決算書を構成するものとされている点が注目
される（1）。
　新商法典によると，資本会社の年度決算書は，貸借対照表，損益計算書および附属明細書から構成
される。さらに，年度決算書に対する補足として状況報告書の作成が要求される（商264条1項1文）。
　この資本会社の年度決算書は，前掲の商人一般の年度決算書に比べて，附属明細書（Anhang）だけ
拡張されている。資本会社は，これにより，より広範な情報開示要請を課せられるのである。
　次に，1965年株式法と比べると，新商法典では，やはり年度決算書の体系のなかに，この附属明細
書が導入されている点が注目される。これは，EC第4号指令（2条1項）にならったものである。附
属明細書は，1965年株式法における営業報告書（Geschaftsbericht）一これは年度決算書体系には含
まれない一の構成要素である説明報告書（Erlauterungsbericht）と状況報告書（Lagebericht）のうち，
前者を受け継いだものであるが，新商法典では，それが年度決算書の地位にまで高められ，また後述
するように，その記載事項も相当広範にわたっており，単に貸借対照表および損益計算書の説明だけ
でなく，これらの決算書に対する重要な補足的ないし追加的開示をもたらすものとして，その情報開
示機能が著しく拡充されているのである。そして，新商法では，附属明細書は，従来の説明報告書と
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異なり，貸借対照表および損益計算書と同じく完全な公開義務を負うことになるわけである（2）。
　2．年度決算書の基本原則
　新商法典では，すべての商人の年度決算書に関する基本原則（いわゆる「t般条項」）について，
次のように規定じている（商243条）。
　（1）年度決算書は，正規の簿記の諸原則（G。B）に従って作成しなければならない（1項）。
　②　年度決算書は，明瞭でありかつ概観的でなければならない（2項）。
　（3）年度決算書は，正規の営業経過に一致する期間内に作成しなければならない（3項）。
　次に，資本会社の年度決算書の基本原則（一般条項）に関して，次のように規定されている。
　　「資本会社の年度決算書は，G・Bを遵守して，資本会社の財産，財務および収益状況にっいて事実
関係に適合した映像を伝達しなければならない。特別な事情のために，年度決算書が第1文の意味に
おける事実関係に適合した映像を伝達しない場合には，附属明細書で追加的開示を行わなければなら
ない」（商264条2項）。
　それゆえに，資本会社の年度決算書にっいては，上述のような商人一般の年度決算書に対する要請
により，G・Bに従って明瞭かつ概観的に作成されるだけでなく，さらに，　G。Bを遵守して，資本会社
の財産，財務および収益状況についての事実関係に適合した映像を伝達することが要求されることに
なる。
　このような資本会社の年度決算書に特別に要求される「事実関係に適合した映像」の伝達要請は，
イギリス会社法にいう「真実かつ公正姦概観」（true　and　fair　view）の原則に該当するものであり，
EC第4号指令（2条3項～5項）に準拠して本法で新しく採用されたものである。この原則は，元
来イギリス法の根底にあるコモン・ロー（common　law）の土壌のもとで形成されたものであり，特に
しばしば「形式よりも実質を優先する原則」（principle　of“substance　over　form”）であると表現され
るように，少なくとも理念的には，個別的な法律規定の枠をこえて，企業の経済的現実（economic
reality）に適合した映像を明瞭に開示することを要請したものであると解される（3）。したがって，こ
の原則の採用は，厳格な制定法主義に立脚するドイッ法にとってきわめて画期的な意義をもつ虹ので
あるといわなければならないのであろう。
　しかしながら，他面において，この原則のドイツ法への導入にあたっては，12つの面からの限定が
加えられている点を看過してはならない。すなわち，第1の限定は，この原則にいう「事実関係に適
合した映像」は「G・Bを遵守して」伝達しなければならないとして，その内容はG。Bにより限定さ
れる関係にあることが明定されている点であり，また第2の限定は，EC第4号指令第2条第5項に
よると，この原則は，例外的な場合において，指令の規定の適用がそれと両立しないときには，当該
規定から離反しなければならないことを要請するが，改正商法典では，この要請が採用されていない
点である（4）。
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ツ法の観点から一つの重大な制限を示すものとして注目に値するであろう。この点について，1983年
「政府草案」理由書には，次のように指摘されている。「法律規定が例外的な場合において，要求さ
れる（事実関係に適合した）映像を伝達する義務と両立しないときには，それから離反すべきである
という原則を含む，EC第4号指令第2条第5項の明文規定をもってする導入は，ドイツ法の一一般原
則により，法律規定の適用は，それぞれ当該規定に立法者が付与した趣旨および目的が充足されるよ
うに行われるべきであるという理由から放棄された（5）」。
　その結果，この改正商法典第264条1項第1文に定める基本原則（一般条項）は，上記の「政府草案」
理由書でも指摘されているように，「一般条項は，それが年度決算書の内容と範囲を法律規定から離
反して規定することを許容するという意味で，法律規定の上位にあるわけではない（6）」として，それ
が本来有する個別的な法律規定に対する優先的機能（Primarfuktion）は否認され，結局のところ・「一
般には，法律規定を遵守するだけで十分である（7）」と解釈されるにとどまることになる。この点に，
改正商法典に内在する情報開示面における重要な特質ないし限界の一つを見出すことができる（8）。
（1）　前掲拙稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって………（3）」会計131巻6号（1987年6月号）121頁A・・122頁
　参照。
（2）　前掲拙稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって………（5）」会計1，32巻2号（1987年8月号）90頁参照。
（3）例えば，次の文献参照Rudolf　J．　Niehus；Die　Vierte　Gesellscfabtsrechtliche　Richtlinie－Harmonisierung
　des　Jahresabschlusses　vor　internationalen　Hintergrund，　WirtschaftsprUfung，　Jg．31，　Nr．17，1978，　S．468．
（4）前掲拙稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって・…・…・（5｝」会計132巻2号（1987年8月号），91頁参照。
（5）（6）　Begriindung　des　Entwurf　eines　Gesetzes　zur　DruchfUhrung　der　Vierten　Richtlinie　des　Rates
　　der　Europaischen　Ge皿einschaften　zur　Koordinierung　des　Gesellschaftsrechts（Bilanzrichtlinie．Gesetz）。
　　Bundesratsdrucksache　257／83，　SS．76～77．
（7）例えば，次の文献参照。Herbert　Biener；Die　Gesellschaft－und　Bilanzrechtlichen　Gesetze　nach　Anderung
　　durch　des　Bilanzrichtlinien・Gesetz，1986，　S．　29．
（8）前掲拙稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって………〔5）」会計132巻2号（1987年8月号），93頁～94頁
　　参照。
皿　継続性の原則の法定
　1．評価の一般原則
　改正商法典では，商人一般に関する評価規定の冒頭に，評価の一般原則として，次の6個の原則が
掲げられている（商251条1項）。これは，旧法ではみられなかった新しい点である。
　（1）貸借対照表同一性の原則
　②　継続企業の原則
　（3）個別評価の原則
　（4）慎重性の原則
　㈲　費用・収益の期間限定の原則
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　（6）評価継続性の原則
　改正商法典によると，これらの評価の一般原則からの離反は，特に正当な理由のある例外的な場合
にだけ許容される（商252条2項）。さらに，資本会社にっいては，これに関して，貸借対照表計上方
法および評価方法から離反したときには，附属明細書に，その事実，理由ならびに財産，財務および
収益状況に対する影響を別個に開示することが要求される（商284条2項3号）。
　上掲のような評価の一般原則は，EC第4号指令第31条にならって，本法ではじめてドイッ法に導
入されたものであるが，ここでは，資本会社に対してだけではなく，商人一般に適用される原則とし
て位置づけられている点で，EC第4号指令をこえている点が注目される。
　論者らによると，これらの評価の一般原則は，西ドイツにおいても，すでに旧法の通用中に広く承
認されたG。Bになるに至ったといわれる。ただし，評価継続性の原則については，確かに文献ではす
でに承認されているが，しかし会計実務においては満場一致で承認されているわけではなく，また，
適用されているわけではない（1），と指摘されている。
　2．　「当為規定」としての定式化
　改正商法典において，評価継続性の原則は，「前期の年度決算書に適用された評価方法は保持され
るべきである」（商252条1項6号）として定式化されている。また，それと並んで，資本会社に関する
「項目分類の一般原則」において，「連続する貸借対照表および損益計算書の表示形式，特に項目分類
は保持されなければならない。ただし，例外的な場合において，特別な事情のために離反が必要とさ
れるときは，その限りではない。その際には，離反の旨と理由を附属明細書に開示しなければならな
い」（商265条1項）として，項目分類継続性の原則が定められている。
　関係文献によると，継続性の原則一特に評価継続性の原則一の役割として，一般には，年度決
算書の期間比較性を確保することによって，その開示能力を高めるという点が指摘されているが（2），
なかには，この原則は，さらに，評価方法の変更によって恣意的な利益または損失の（期間的な）転
位を防止するものとして，恣意的な利益操作の防止という点を指摘しているものもある（3）。
　しかし，評価継続性の原則は，1983年「政府草案」では，「……保持されなければならない」とい
う文言が用いられ，“MuBvorschrift”（「義務規定」）として定式化されていたのに対して，改正商法典
では，さきに紹介したように「……保持されるべきである」という文言に改められ，“Sollvorschrift”
（「当為規定」）として定式化されている点に留意する必要がある。論老によると“Sollvorschrift”（「当為
規定」）なる表現形式は，“MuBvorschrift”（義務規定）ほど拘束的ではなく，そこにいう，“Sollen”は
当該方法が「適用可能である場合には」それを「適用しなければならない」ことを意味する（“Sollen”
heiBt“MUssen”，　wenn‘’K6nnen”）から，評価継続性の原則の“Sollvorschrift”としての定式化は，
会計主体がこの原則を適用しうる場合，すなわちその可能性を有する場倉には，これを適用しなけれ
ばならないことを意味する。したがって，改正商法典における“Sollvorschrift”としての定式化は，
「正当な理由のある例外的な場合」には，商法典第252条第2項に従って，評価継続性の原則からの
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離反が許されるということを立法者が特に強く指示したものとして理解されなければならない（4），と
解釈される。
　このようにして，1983年「政府草案」における評価継続性の原則の“MuBvorschrift”としての定式
化から，改正商法典における“SoUvorschrift”としての定式化への法文上の変更は，この原則の「軟
化」（Abschwttchung）を示すものとみなされることになる（5）。
　3．原則からの離反
　上述のように，“Sollvorschrift”として定式化された評価継続性の原則からの離反は，商法典第252
条第2項により，特に「正当な理由のある例外的な場合」にだけ許容されることになる。では，「正当
な理由のある例外的な場合」とはどのような場合を指すのであろうか。立法者は，これに該当する場
合の目録を明示していないから，この問題は，結局のところ，今後，理論，監査実務および裁判実務
を通して解決して行かなければならないが㈹，ここでは，これまで提示されてきた論者らの見解を整
理して示すと，次のとおりである。
　　（1）資本会社以外の場合
　この問題にっいて，論者らによると，資本会社以外（っまり個人商人および人的会社）の場合に
は，評価継続性の原則からの離反は，それが年度決算書の一般的任務と合致している場合には，許容
されると指摘される。すなわち，商法典の「すべての商人に対する規定」では，年度決算書の任務を
含む「一般条項」一それは「事実関係に適合した映像」の伝達要請を指す一が欠けているから，
資本会社の場合を除いては，この原則からの離反は，年度決算書の支配的な任務である「債権者保護」
によりそれが好ましいと思われるときには，常に許容されるのであり，したがって年度利益の縮小を
もたらすような評価方法の変更は常に「正当な理由」があるものとして認められる，と論じられる（7）。
　　（2）資本会社の場合
　一方，資本会社の場合には事情が異なる。すなわち，上述のように，資本会社については，「事実
関係に適合した映像」の伝達要請としての「一般条項」（商264条2項1文）が法定されているから，
前出の論者らも，ここでは，評価継続性に関してより厳格な前提が存在するとして，商法典第252条
第2項にいう「正当な理由のある例外的な場合」とは，原則として，評価方法の変更によって収益状
況についてのよりよい映像が生じる場合，あるいは他の年度決算書作成目的と矛盾するときに，これ
が優先される場合にだけ存在しうる（8），と述べている。
　別の論者は，この点を敷（fiして，「正当な理由ある例外的な場合」に該当するものとして，次の3
らのケースを列挙している（9）。
　（1）他の法律規定に従わなければならない場合。特に税法規定が基準性の原則または逆基準性の原
　　則のために商事貸借対照表に影響を与える場合である。
　（2）継続性の原則と他の評価原則または（資本会社については）商法典第264条第2項第1文の「一
　　般条項」とが矛盾する場合。継続性の命令は，他の評価原則，例えば，慎重性の原則または不平
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　　等の原則（Imparitatsprinzip）に場合によっては譲歩しなければならない。同様に，評価の継続性
　　が財産，財務および収益状況に対する概観を妨げる場合にも，それから離反しなければならない
　　（商264条2項）。
　㈲　ある評価方法の決定の基礎にあった事実関係データが変化した場合。例えば，これに該当する
　　事例として，ある償却性固定資産項目の損耗がその用途が変更されたために異なって生じるもの
　　と想定される場合を挙げることができる。
　これらの点をめぐっては，今後さらに論議が深められるものと考えられる。
　さきにも紹介したように，資本会社にっいては，これらの場合に，評価継続性の原則から離反した
ときには，その事実，理由ならびに財産，財務および収益状況に及ぼす影響を附属明細書に別個に開
示することが要求されるが（商284条2項3号），この要請は，とりもなおさず，この原則からの離反
は，「正当な例外のある例外的な場合」に限り企図されていることを指示するものである，といわれ
る（10）。
（1）例えば，次の文献参照。J6rg　Baetge；Die　neuen　Ansatz・und　Bewertungsvorschriften，　Wirtschaftsprtt・
　fung，　Heft　5，　S．132．
（2）例えば，次の文献参照。Ginter　Bauch　und　Norbert　Pfitzer；Handels・und　Steuerbilanzen，3．　Aufl．，
　1986，S．58．　Anton　Glade；Rechnungslegung　und　Prtifung　nach　dem　Bilanzrichtlinien　Gesetz：System・
　atische　Darstellung　und　Kommentar，1986，　S．78．　K．　Gδ11ert　und　W．　Ringling；Bilanzrichtlinien－Gesetz，
　S．12．
（3）　Beck’scher　Bilanz・Kom卑entar：Der　Jahresabschluβnach　Handels－und　Steuerecht，1986，　S．　351．
（4）　J．Baetge；a．　a。0．，　S．131．
（5），（6）例えば，次の文献参照。K．　G611ert　und　W．　Ringling；Der　Unterausschuβ・Entwurf　zum
　Bilanzlichtlinie・Gesetz，　Betriebs・Berater，　Heft　15，30．5．1985，　S．　968．
（了），（8）K．G611ert　und　W．　Ringling；Bilanzrichtlinien－Gesetz　S．　13．
（g）Kar1．Heinz　Forster；Bewertungstetigkeit－was　sie　ist　und　was　sie　nicht　ist，　in：Der　Wirtschafts－
　pr茸fer　im　Schniitpunkt　nationaler　und　interna　tionaler　Entwicklungen，　Festschrift　fttr　v．　Wysocki
　hersg．　v．　Gross．32～42．　J．　Baetge；a．　a．　o．，　s，132．
（10）　J．Baetge；a．　a．　O．，　S．131．
IV　資本会社の評価の特則
　改正会社法における資本会社の評価の特則に関して，1965年株式法に比べ，年度決算書の開示能力
の改善をもたらす措置として，特に次の2点が注目される。これらは，いずれもEC第4号指令の国
内法に伴い，新しく取り入れられたものである。
　1　「緩和された低価主義」の制限
　改正商法典第253条第2項第3文の規定により，すべての商人は，固定資産の一時的な価値減少に
対して計画外償却を行うことが許容される。これは，1965年株式法第154条第2項第1号の規定から
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受け継がれたものであるが，従来から「緩和された低価主義」（gemildertes　Niederstwertprinzip）と
名付けられ，「低価主義の拡大化」をもたらすものとして批判の対象とされてきたものである。
　しかしながら，改正商法典では，資本会社にっいては，第279条第1項第1文の規定をもって，一
時的な価値減少の場合に計画外償却を行う可能性（つまり「緩和された低価主義」）は，財務固定資産
に限って許容されることになる。その結果，資本会社については，今後，有形固定資産および無形固
定資産の一時的な価値減少に対しては計画外償却を行うことは許容されず，したがって固定資産に対
する「低価主義」の適用範囲は制限され，その限りで，年度決算書の開示能力は旧法の場合よりも改
善されることになったのである。
　こうした変更は，EC第4号指令第35条第1項Cの国内法化に伴いもたらされたものである（1）。
　2　「価値保持選択権」の縮小
　改正商法典第253条第5項によると，商人一般に対しては，固定資産または流動資産にっいて計画外
償却または償却（評価減）を実施した後に，その原因が消滅した場合でも，当該低評価額を保持するこ
とが容認される。また同法第254条第2文によると，この規定は，税法上のみ許容される償却（評価減）
を実施した場合にも準用される。これはいわゆる「価値保持選択権」（Wertbeibehaltungswahlrecht）
の許容の問題であり，旧株式法の規定（154条2項2文および155条4項）より継承きれたものにほか
ならない。
　しかしながら，改正商法典では，資本会社については，原則として，こめ価値保持選択権は排除さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　トれている。すなわち，同法第280条第1項第1文によると，固定資産または流動資産に対して実施さ
れた計画外償却または償却（評価減）の原因が消滅した場合には，この償却額は，その間に実施すべ
きであった償却を斜酌し，価値引上げの範囲内でこれを増額評価することが強制されるために，「価
値保持選択権」は排除されることになる。
　この措置は，直接的には，EC第4号指令の要請（35条1項C（dd）・39条1項d）にもとつくもの
であるが，それだけではない。西ドイッにおいても，従来から旧株式法上の「価値保持選択権」に対
して，特にそれが秘密積立金の設定をもたらすという理由から諸論老の問で厳しい批判が提起されて
いたことも事実である。したがって，この措置は，こうした諸論者の批判に応えたという意味をも有
するのである。
　このように，改正商法典では，「価値保持選択権」が原則として排除されたために，秘密積立金
の設定の余地は解消し，年度決算書の開示能力はそれだけ改善されるものと期待されることにな
る（3）。
　しかし，改正商法典では，これについて1つの重要な例外が容認されている。すなわち，同法第280
条第2項によると，上述のような第1項に定める増額評価は，当該低評価額を税法上の利益計算にお
いて保持することができ，かつその保持のための要件が当該低評価額を貸借対照表上も保持すること
にあるときは，これを行わないことができると定められている。そのため，資本会社についても，特
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に下記の2要件が充足される場合には，例外的に，商法上，増額評価選択権（価値引上げ選択権）が
容認され，その限りで，従来どおり，「価値保持選択権」が許容されることになるのである。すなわ
ち，（1）当該低評価額が税法上の利益計算において保持しうること（税法上の増額評価選択権の存在）
と，②当該低評価額の税法上の利益計算における保持が商事貸借対照表におけるその保持を前提とす
ること（逆基準性の存在）の2要件である（4）。
　以上のように，改正商法典では，従来から批判の多かった「価値保持選択権」は原則として廃止さ
れ，年度決算書の開示能力の改善がはかられているが，しかしいわゆる「逆基準性の原則」により，
税法上容認されるものにっいては，いぜんとして例外的に許容されているのである。
（1）　これについては，前掲拙稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって……〔9｝」会計133巻2号（1988年2月
　号），110頁参照。
（2）～（4）　前掲拙稿「ドイツ新商法会計制度をめぐって……〔9｝」会計133巻2号，111頁～112頁参照。
V　附属明細書の記載内容
　1　附属明細書の役割
　すでに述べたように，改正商法典では，附属明細書は貸借対照表および損益計算書と同じく，資本
会社の年度決算書体系を構成するものとされ（商264条項1文），年度決算書の地位にまで格上げされ
ている。そして，それに対応して，附属明細書のもつ役割ないし機能も拡充されている。
　改正商法典における附属明細書の役割として，次の3つを挙げることができる。
　（1）附属明細書は，年度決算書の1つとして貸借対照表および損益計算書を説明し，かっそれを補
　　足することによって，これら2つの開示手段のよりよい理解のために役立っ。これは附属明細書
　　の説明機能および補足機能である。
　（2｝附属明細書は，特別な事情により，年度決算書が「事実関係に適合した映像」を伝達しない場
　　合には，追加的開示を行わなければならない（商264条2項2文）。これは「一般条項」に関する
　　追加的開示機能である。
　　　附属明細書は，この2種の機能を通して，　「事実関係に適合した映像」の伝達という年度決算
　　書の基本的目的（「一般条項」）の実現のために役立つのである。
　（3）さらに附属明細書は，上述のような貸借対照表および損益計算書との同等化によって，さもな
　　ければ貸借対照表または損益計算書で行われなければならないような一定の情報開示を情報損失
　　（Informationsverlust）なしに行うことを可能ならしめ，貸借対照表または損益計算書の開示負担
　　を軽減することに役立っ。これは免除機能（Entlastungsfunktion）という。
　これらのうち，②と（3）の機能は新たなものであり，また（1）の機能は，以下にみるように旧株式法の
もとにおけるよりも著しく拡張されている（1）。
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　2　附属明細書の記載事項
　改正商法典では，附属明細書の記載事項が詳細に規定されているが，これらの記載事項は旧株式法
上の説明報告書の記載事項に比べて，きわめて広範にわたっている。いま，その記載事項を示すと，
次のとおりである。
　（1）貸借対照表および損益計算書の説明（商284条2項）
　①　貸借対照表・損益計算書項目に適用された計上方法および評価方法
　②　外貨建項目の換算基準
　③　計上方法および評価方法の変更。変更の事実，理由および財産・財務および収益状況に及ぼす
　　影響を記載する。
　④　一定の評価方法を適用した場合に，その評価額と時価との重要な差額
　⑤　他人資本利子を製造原価に算入した場合の開示
　このうち，①の理由の開示と③～⑤は改正法で新しく採用された記載事項である。
　②　その他の義務的開示（商285条）
　　（a）資本会社に対する開示要請
　①　貸借対照表上の債務について，（i）残余期限5年以上の債務総額，｛ii贋権等の付せられた債務総
　　額
　②　経常利益，特別利益に係る収益税および所得税
　③　売上原価法の適用のもとでの人件費の内訳
　④　業務執行機関・監査役会等の構成員に供与された信用額・重要な条件をも記載する。
　⑤　業務執行機関・監査役会の全構成員
　⑥　会社または会社の計算で行動する老が他企業の持分の1／5以上を所有する場合における当該他
　　企業に対する資本参加情報
　⑦　利用可能期間にもとつく営業権の償却
⑧　会社のコンツェルン帰属性に関する開示
　（a）大・中会社に対する追加的開示要請（商285条）
①　②の（a）の①に掲げた各債務項目の明細
②　貸借対照表記載外のその他の財務的義務の開示
③　当期以前に税法上の特典を請求した場合における当期損益に及ぼす影響の程度の開示
④　当期の平均従業員数のグループ別明細
⑤　売上原価法の適用のもとでの，材料費の内訳
⑥　業務執行機関・監査役会等の構成員・旧構成員等の報酬総額・各グループ別に記載する
⑦　貸借対照表の「その他の引当金」区分に記載される項目のうち重要なものの説明
　（c）大会社の特別の開示要請（同条）
売上高の活動部門別・地理的市場別明細
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　これらの記載内容は，従来の説明的報告書の慣行的な記載事項をはるかにこえたものであり，その
なかには，これまで企業機密に属するものとみなされた項目が多く含まれているといわれる（2）。
　附属明細書の記載事項には，上記のほかにも，株式会社および株式合資会社に特別に要求される開
示項目（株160条），さらに商法典等の個々の規定において個別的に要求されている項目がある。この
後者に属する項目のなかで特に注目に値するものに，特別な事情により年度決算書が，前出の「一般
条項」にいう「事実関係に適合した映像」を伝達しない場合における追加的開示要請（商266条2項
2文）がある。
　最後に，附属明細書における開示に関して，商法典第286条第1項（および株式法第160条）により
一般的に，ドイツ連邦共和国の福祉のために必要である限り，中止しなければならないこと，また同
条第2項および第3項により，上記の売上高の明細開示および資本参加情報の開示はそれらが企業に
とって重要な不利益をもたらす場合には中止することができるとして，保護条項が明定されている点
にも留意すべきである㈹。
（1）　これについて，前掲拙稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって……（9）」会計133巻2号（1988年2月号）
　113頁～114頁参照。
（2）　Beck’scher　Bilanz・Kommentar，　S．1088．
（3）前掲拙稿「西ドイツ商法会計制度をめぐって・・ …・o9）」会計133巻2号，114頁～117頁参照。
VI　ま　と　め
　以上，1985年西ドイッ改正商法典にみられる主要な潮流の1つとして注目される会計情報開示制度
の改革にっいて，特に重要とみられる諸問題を取り上げて検討したが，その結果，西ドイッの資本会
社に関する情報開示システムは，従来に比べて量的にも質的にも著しく拡充されていることが明らか
にされた。
　こうした改正商法典における情報開示制度の量的・質的拡充は，直接的には，EC指令の国内法化
に伴い，同指令の基底に流れるアングロ・サクソン型会計の開示主義の立場を採り入れたことによる
ものであるが，しかしその背後には，近年，西ドイツにおいても，情報会計論の展開を中軸にして，
ディスクロージャーの拡充を企てようとする現実的な要請があることもまた見落してはならない。こ
の要請は，基本的には，現代企業をめぐる諸種の利害の対立の激化に根ざすものであり，そのような
なかで，特に利害の対立を緩和ないし調整するためのにない手として年度決算書を中心とした会計情
報の重要性とその充実・強化の必要性が従来にも増して認められているのである（1）。上述のような改
正商法典における会計情報開示制度の拡充は，こうした背景のもとで企てられたのであった。
　しかしながら，今回の会計情報開示制度の改正には，他面において，いくつかの重要な制約ないし
限定が付せられていることもまた事実である。上述のようなイギリス型「一般条項」の採用に対する
ドイツ法の立場からの制約，評価継続性の要請のPt「当為規定」としての導入，逆基準性の原則にもと
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つく「価値保持選択権」の例外的容認，附属明細書における情報開示にっいての保護条項の明定など
は，そのような制約ないし限定の主要な事例として指摘することができるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（もりかわ　やすお）
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